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調 査 対 象 等 

 

 

 

 

    本調査は、政令市（13 市）、中核市（35 市）、特例市（40 市）、一般市

（12 市）を対象として実施したものである。 

 

 

   １ 調査対象   100 市 

   ２ 調査時期   平成 17 年３月 

   ３ 回答市    89 市 

   ４ 有効回答市  88 市 
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２ 生活保護費負担金の国庫負担割合を引き下げ、地方の負担割合を

増やした場合、保護率は下がると思いますか。 
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１ 生活保護の事務については、現在、法定受託事務とされています

が、法定受託事務を自治事務にすべきだと思いますか。 
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３ 貴市において、これまで被保護者に対する自立支援対策に取り組ん

できましたか。 
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４ 自立支援対策の充実・強化に伴い、生活保護費負担金の国庫負担割

合を引き下げ、地方の負担割合を増やすことは妥当だと思いますか。

 

思わない
100.0%

 

 
（その他） 

  

・公共職業安定所と連携を図っている

 ・面談時に相談に応じたり、必要に応

  じ職安に同行する  
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 ５ 保護率上昇の主たる要因は、自立支援対策などに対する地方の努

力不足にあると思いますか。  
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６ 保護率上昇の主たる要因は、景気の動向にあると思いますか。 
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（その他の保護率上昇の主な要因）

 

 ・高齢化等社会構造の変化 

 ・無年金高齢者の増加 

 ・生活保護制度の在り方が時代に 

即していない 
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７ 生活保護基準は、それぞれの自治体が地域の実情に応じて独自に定

めるべきと思いますか。 
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８ 現行の制度は、時代にそぐわない（「制度疲労」を起こしている）

と思いますか。 
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その他

医療扶助の給付方法が問題

罰則の規定、権利義務が不明確

受給者の自立意欲が高まらない

給付基準のあり方が問題

社会状況の変化に対応していない

 

 

 

 

（単位：件数）

 

「思う」の回答における主な意見（時代にそぐわない点等） 

（複数回答あり） 
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９ 生活保護制度の見直しについては、他の制度や社会保障制度全般の

見直しの中で行う必要があると思いますか。 
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その他

低所得者施策

社会保障施策全般

雇用保険制度

医療保険制度

年金制度等、高齢者所得施策

 

 

（単位：件数） 

 

「思う」の回答における主な意見（重点的に見直すべき制度等） 

（複数回答あり） 
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国会議員へ働きかける

制度の見直しを提案する

全額負担を国へ求める

地方の団結を強化する

全国紙、インターネット等で世論へアピールする

地方６団体の行動を継続する

生活保護事務の返上を訴える

 
 

 

10 生活保護費負担金の国庫負担割合の引下げには、断固反対すべきと

思いますか。 

 

「思う」の回答における主な意見（阻止するために効果的と思われる方法）

                          （複数回答あり）

 

（単位：件数）
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＊各市の回答を整理すると、次のような項目になります。その具体的内容

については、現在、精査中です。 

 

１ 生活保護制度の見直しについて 

（１）保護基準の引下げ 

    ア 保護基準の引下げ 

    イ 加算体系や勤労控除の見直し 

    ウ 医療費の一部の自己負担化 

（２）保護費の減額制度の創設 

（３）有期保護制度の創設 

（４）保護費総額の有限化 

（５）親族の扶養義務の強制 

（６）資産保有制限の見直し 

    ア 自立助長のための資産保有の緩和 

    イ 資産保有の禁止 

（７）自立支援制度の強化 

（８）調査・指導権限の強化 

（９）不正受給の罰則強化等 

（10）ケースワーカー等における専門性の確保と処遇（実施体制）の

充実 

（11）生活保護法の事務の簡素化 

（12）その他 

 

２ 他法・他施策の活用 

（１）国の経済政策による景気の回復 

（２）年金制度の抜本的な見直し 

（３）雇用対策の充実 

（４）母子家庭等への支援 

（５）小額生活費貸付制度の創設 

（６）その他 

11 保護率を引き下げるために効果的と思われることを自由にお

書きください。 


